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(57) Abstract: Disclosed i s a pipe screw coupling that has increased sealing properties, compression resistance, ana galling resis
tance. Specifically, the pin nose outer peripheral surface (30) forms a convex curve on the outside thereof i n a cross section in the
axial direction. Said convex curve has a curved shape wherein a compound-R curve (N) comprising a plurality of outwardly con
vex arcs that are connected i n sequence and that have radii of curvature (R) that differ fi m each other at the generating line of a
cylindrical section that i s adjacent t o a male screw section (5) i s such that the radii o f curvature (R) of the arcs increase with dis
tance fiOm the male screw section (5) and the line tangent t o the connection point o f an arc i s the same as that o f the arc connected
to. The inner peripheral surface relative t o the pin nose (30) o f a box member (1) has a tapered surface (20) that interferes with the
pin nose outer peripheral surface (30) when connecting with the pin member (3).
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シール性と耐圧縮性、さらには、耐ゴ一 リング性を向上させた、管用ね じ継手を提供する。具体的に
は、ピンノ一ズ外周面 30 は、軸方向断面視で外側に凸状の曲線をな し、該凸状の曲線は、雄ね じ部 5 に
隣接する円筒形状部の母線に相異なる曲率半径 R を有する外側に凸状の複数の円弧を順次接続 してなる
複合 R 曲線 N を、雄ね じ部 5 か ら遠 ざかるにつれて円弧の曲率半径 R が大き 〈 な り、かつ、円弧の接続
点上の接線が接続相手の円弧のそれ と一致するような曲線形状としてな リ、ボックス部材 1の ピンノー
ズ 30 に相対する内周面は、ピン部材 3 との結合時にピンノ一ズ外周面 30 と干渉するテ一パ面 20 とした。



明細書

[発明の名称]

管用ね じ継手

[技術分野]

[ 0 0 0 1 ]

本発明は、管用ねじ継手（threaded joint for pipe) に関し、詳しくは一般に油

井 （oil well) やガ ス井 （gas well) の探査や生産に使用されるチュー ビン グ （tubin

g) およびケーシ ン グ（casing) を包含するO C T G (oil country tubular goods)

ライザ一管 (riser pipe) ならびにラインパイプ（line pipe) などの管の接続に用

レヽ る の 【こ好適な、シ ー スレ性 、sealability) と 縮性 ^compression resistance ノ【こ

優れた管用ねじ継手に関する。

[背景技術]

[ 0 0 0 2 ]

ね じ継手は、油井管など油おょぴガ ス の生産 （oil and gas production) に使用

される銅管の接続に広 く使用されている。オ イ ル やガ ス の探索や生産に使用 され

る鋼管の接続には、従来 A P I (米国石油協会 （American Petroleum Institut

e) ) 規格に規定された標準的なねじ継手が使用されてきた。 しかし、近年、原油

(crude oil) や天然ガ ス （natural gas) の井戸は深井戸化が進み、垂直井 （vertical

well) から水平井 （horizontal well) や傾斜井 （directional well) が増加 している

ことから、掘削 · 生産環境は苛酷化 している。また、海洋や極地 (polar region)

など劣悪な環境での井戸の開発が増加 していることなどから、耐圧縮性能、耐曲

(bending resistance ノ、 (External pressure resistance ノ ど、、

ねじ継手への要求性能は多様化 している。そのため、プレミアムジョイン ト（prem

ium joint) と呼ばれる高性能の特殊ねじ継手 (threaded joint) を使用することが

増加 している。

[ 0 0 0 3 ]



プ レミア ムジ ョイ ン トは、通 常、テーパ ね じ（tapered thread) シール部 （詳

しくはメタル タ ツチ シール部 （metal t o metal seal) 、 シ ョル ダ部 （shoulder) (詳

しくは トル クシ ョル ダ部 （torque shoulder) ) をそれ ぞれ備 え る ピ ン部材 （pin com

ponent) とボ ックス部材 （box component) とを結合 した継 手 で あ る。 テーパ ね じは

管継 手 （tubular joint) を強 固に固定す るた めに重要 で あ り、 シール部 はボ ックス

部材 とピン部材 とが この部分 で メタル接触 す るこ とで シール性 を確保 す る役 目を

担 い、 シ ョル ダ部 は継 手 の締付 け中にス トツパ （abutment) の 役 目を担 う受 け面 （be

aring face ノとな る

[ 0 0 0 4 ]

図 2 〜図 4 は、油井管用 プ レ ミア ム ジ ョイ ン トの模 式 的説 明図で あ り、 これ ら

は、 円管 のね じ継 手 の縦断面 図で あ る。 ね じ継 手 は、 ピン部材 3 とこれ に対応す

るボ ックス部材 1 とを備 えてお り、 ピン部材 3 ( ピン 3 ) は、そ の外 面 に雄 ね じ (m

ale member) 7 と、 ピ ン 3 の 先端側 に雄 ね じ 7 に隣接 して設 け られ た ノー ズ部 8

( ピ ン ノー ズ 8 ) と呼ばれ るね じ無 し部 とを有す る。 ノー ズ部 (nose) 8 は、そ の外

周 面 にシール部 11 を、そ の端 面 には トル クシ ョル ダ部 12 を有す る。相 対す るボ

ックス部材 1 は、その内面 に、それ ぞれ ピン 3 の雄 ね じ 7、 シ ー ル 部 11、お よび

シ ョル ダ部 12 と螺合す るか、 また は接触す るこ とがで きる部分 であ る、雌 ね じ（f

emale member) 5 シール部 13、お よび、 シ ョル ダ部 14 を有 してい る。

[ 0 0 0 5 ]

前記 プ レミアムジ ョイ ン トに関す る従来技術 として、特許 文献 1 〜 6 が挙 げ ら

れ る。

[先行 技術文献 ]

[特許 文 献 ]

[ 0 0 0 6 ]

[特 許 文献 1 ] 特許第 4 5 3 5 0 6 4 号公 報

[特許 文献 2 ] 特許第 4 2 0 8 1 9 2 号公報

[特許 文献 3 ] 実公 昭 6 1 - 4 4 0 6 8 号公報



[特許文献 4 ] 特許第 4 3 0 0 1 8 7 号公報

[特許文献 5 ] 特開 2 0 0 1 - 1 2 4 2 5 3 号公報

[特許文献 6 ] 特許第 2 7 0 5 5 0 6 号公報

[発明の概要]

[発明が解決 しようとする課題]

[ 0 0 0 7 ]

図 2 〜図 4 の例では、メタルタツチシール部はピンノーズ (pin nose) 8 の先端

部にあるが、特許文献 1 には、耐外圧性能を増すために、ピンノーズ 8 のねじ部

近くにメタルタツチシール部を設け、ノーズ部をシール部からショルダ部まで長

く伸ばすものも提案されている。この特許文献 1 に開示されるねじ継手において

は、ボックス部材 と非接触なピンノーズを、シール部とは不連続な形状 となるよ

うに長く伸ばしてピンノーズの厚みが薄くならないように構成されてお り、前述

の耐外圧性能の他に、耐軸圧縮性能の向上も実現 している。

[ 0 0 0 8 ]

また、特許文献 2 には、同様にシール部からピンノーズ先端にァペ ンディック

ス （appendix) なる、これもシール部と不連続な形状を有する部位を設けて、半径

方向の剛性を確保 し軸方向の剛性を下げて、締付け時にこのァペ ンディックスを

変形させ、引張力の負荷時にその回復により、耐引張性能を向上させることが記

載されている。

これら、特許文献 1 ，2 に記載されるように、シール部位置をピンのねじ部位

置近くに置き、ピンノーズ先端から離すことは、耐外圧性能（external pressure

resistance) ゝ耐引張性能（tension resistance) の向上とともに、ねじに对 して安

定的な性能を持たせる上で有効であり、それは F E M シ ミュレーシ ョン等からも

確認できる。またシール部と不連続な形状となるピンノーズは、強い軸圧縮力 （ax

ial compression) が負荷された場合に、それ自体が変形 し、ボックス部材の トル

クショルダ部の塑性変形 (plastic deformation) を軽減させる効果もある。 し力、し、



一方で、 ピンノーズ (pin nose) に不正な変形が入ることもあ り、これは締付け ト

ノレク (make up torque) に依存すると考えられる。

[ 0 0 0 9 ]

締付け トル クは潤滑条件 （lubrication condition) 表面性状等に影響 され るの

で、これに大きくは依存 しない設計 として、シール接触圧力の半径方向成分を相

対 的に強 くした半径方向のシール接触圧力を強 くした半径方向シール 方式がある。

例えば、特許文献 3 には、大きなピンシール R 形状を持ち、シール テーパ角 （seal

taper angle) を小 さくした半径方向シール方式の例が開示 されている。 し力、し、

この よ うにシールテーパ角を小 さくした、半径方向シール方式の問題点は、締付

け時にゴー リングが発生 し易い点にあ り、特にシール性能の確保およびシール の

安定性のために、シール干渉量を大きくとる必要がある場合には、ゴー リングの

発生の し易 さは更に大きくなる。

[ 0 0 1 0 ]

特許文献 4 には、これ らの問題を解決するために、 トロイ ド状 ピンシール面 (to

roidal sealing surface) の半径を大きく規定するこ とで、 シール接触領域 （seal

contact area) を大きくし、接触圧力 （contact pressure) を低下させている0 この

対策は有効であ り、メタルタツチシール部のゴー リングリスクを大きく軽減でき

る。 し力、し、大きなR をとり接触圧力を低下させ ることで、何 らかの僅かな トラ

ブルで接触圧力の低下が生 じ、メタルタツチシール部に微小な リークパ ス （leak p

ath) が出来た場合、 リークが容易には止まらない とい う問題がある。また、大き

な R であるが故に、メタルタツチシール部をノーズ先端か ら離す ことが物理的に

困難であ り、メタルタツチシール部 とピンノーズ先端の長 さをある程度以上に確

保する場合、 ピンノーズ先端の厚みが小 さくな りすぎることにも繫がる。

[ 0 0 1 1 ]

耐軸圧縮性能に関 しては、特許文献 5 や特許文献 6 に記載 されるように、ね じ

部におけるスタブフランク（stab flank) 側の隙間を小 さくす ることが有効である。



但し、この隙間が小さすぎる場合には、ねじ部にゴーリング(galling) が発生し易

くなるため、適切な隙間をとる必要がある。

以上説明したように、従来提案されているねじ継手においては、未だ何らかの

問題を有しており、上述した耐圧縮性能、耐曲げ性能、外圧シール性能など、ね

じ継手への要求性能の多様化に十分応えるためには、更なる改良の余地がある。

本発明は、このような事情に鑑みて、シール性と耐圧縮性、さらには、耐ゴーリ

ング性(galling resistance) を向上させた、管用ねじ継手を提供することを目的

とする。

[課題を解決するための手段]

[ 0 0 1 2 ]

前述した課題を解決するための手段を見出すべく、発明者らは鋭意検討を重ね、

以下の要旨構成になる本発明をなすに至った。すなわち、本発明は以下のとおり

である。

( 1 ) 雄ねじ部と、該雄ねじ部より管端側に延在するノーズ部と、該ノーズ

部の先端に設けられたショルダ部とを有するピン部材と、

前記雄ねじ部とねじ結合される雌ねじ部と、前記ピン部材のノーズ部外周面に相

対する内周面と、前記ピン部材のショルダ部に当接するショルダ部とを有するボ

ックス部材とを有し、

前記ねじ結合により前記ピン部材とボックス部材とが結合されてピン部材のノ一
ズ部外周面とボックス部材の前記内周面とがメタル - メタル接触しその接触界面

がシール面をなす管用ねじ継手であって、

前記ピン部材のノーズ部外周面は、ピン部材の軸方向断面視で外側に凸状の曲線

をなし、該凸状の曲線は、雄ねじ部に隣接する円筒形状部の母線に相異なる曲率

半径Rを有する外側に凸状の複数の円弧を順次接続してなる複合R曲線を、雄ね

じ部から遠ざかるにつれて円弧の曲率半径Rが大きくなり、かつ、円弧の接続点

上の接線が接続相手の円弧のそれと一致するような曲線形状としたものであり、



前記ボ ックス部材 の前記 内周面は、 ピ ン部材 との結合時に ピ ン部材 の ノーズ部外

周面 と干渉す るテーパ面 とした

ことを特徴 とす る、管用ね じ継手。

( 2 ) 前記複合 R 曲線 内の各 円弧がなす角度は、前記雄ね じ部 に近い円弧の

ものほ ど大 きい ことを特徴 とす る前記 （1 ) に記載の管用ね じ継手。

( 3 ) 前記複合 R 曲線 内の前記接続点のいずれかが前記テーパ面 との接触 開

始点になることを特徴 とす る前記 （1 ) 又 は （2 ) に記載 の管用ね じ継手。

( 4 ) 前記テーパ面は、継手の軸方向 となす角度が 1 0 度以内であることを

特徴 とす る前記 （1 ) 〜 （3 ) のいずれかに記載の管用ね じ継手。

( 5 ) 前記 ピ ン部材 のノーズ部の長 さが 2 O m m 以上であることを特徴 とす

る前記 （1 ) 〜 （4 ) のいずれかに記載の管用ね じ継手。

( 6 ) 前記雄ね じ部 と前記雌ね じ部 とは、スタブ フ ラ ン ク角度 （stab flank)

が 0 度〜 3 0 度 の範囲内であることを特徴 とす る前記 （1 ) 〜 （5 ) のいずれか

に記載 の管用ね じ継手。

( 7 ) 前記雄ね じ部 と前記雌ね じ部 とは、 ロー ドフ ラ ン ク角度 （load flank)

が— 5 度〜 4 度 の範囲内であることを特徴 とす る前記 （1 ) 〜 （6 ) のいずれか

に記載の管用ね じ継手。

( 8 ) 前記 シ ョル ダ部のシ ョル ダ角度 （shoulder angle) が 0 度〜 2 0 度の範

囲内であることを特徴 とす る前記 （1 ) 〜 （7 ) のいずれかに記載の管用ね じ継

( 9 ) 前記雄ね じ部 と前記雌ね じ部 とは、ね じ隙間 （thread gap) が 0 . 0 1

〜 0 . 1 m m の範囲内であることを特徴 とす る前記 （1 ) 〜 （8 ) のいずれかに

記載の管用ね じ継手。

( 1 0 ) 前記 （1 ) 〜 （9 ) のいずれかにおいて、雄ね じ部 に隣接す る円筒

形状部の母線 に相異なる曲率半径 R を有す る複数 の円弧 を順次接続 した複合 R 曲

線 に代 えて、雄ね じ部 に隣接す る円筒形状部の母線 に相異なる曲率半径 R を有す



る複数の円弧を直接 もしくは長 さ 2. 5mm 以下の線分を介 して順次接続 した複合 R

曲線 としたことを特徴 とす る管用ね じ継手。

( 1 1 ) 前記 （1 ) 〜 （9 ) のいずれかにおいて、雄ね じ部に隣接す る円筒形

状部の母線に相異なる曲率半径 R を有す る複数の円弧を順次接続 した複合 R 曲線

に代えて、雄ね じ部に隣接す る円筒形状部の母線に相異なる曲率半径 R を有する

複数の円弧を長 さ 2. 5讓 以下で、半径が 250 匪 以上かつ隣接す る円弧の半径の 3

倍以上 となる円弧を介 して順次接続 した複合 R 曲線 としたことを特徴 とす る管用

ね じ継手。

[発明の効果]

[ 0 0 1 3 ]

本発明によれば、シール性 と耐圧縮性、 さらには、耐 ゴー リング性 を向上 させ

た、管用ね じ継手を得 ることが可能 となる。

[図面の簡単な説明]

[ 0 0 1 ]

[図 1 (a) ] 本発明の実施形態に係 る管用ね じ継手のノーズ部を示す断面図のピ

ン部材 3 を示す。

[図 1 (b) ] 本発明の実施形態に係 る管用ね じ継手のノーズ部を示す断面図のボ

ックス部材 1 を示す。

[図 1 (c) ] 本発明の実施形態に係 る管用ね じ継手のノーズ部を示す断面図のピ

ン部材 3 とボ ックス部材 1 とを結合 した状態を示す。

[図 2 ] 従来の管用ね じ継手を示す断面図

[図 3 ] 図 2 におけるピンノーズ付近を示す拡大断面図

[図 4 ] 図 2 におけるね じ部分を示す拡大断面図

[図 5 ] ね じ隙間、ロー ドフランク角度、スタブフランク角度の定義を示す断

面図

[図 6 ] リークテ ス トシ ミュ レー シ ョン （simulation of the leak test) におけ

る負荷履歴 （load schedule) を示すチ ャー ト図 （figure)



[発 明を実施す るための形態 ]

[ 0 0 1 5 ]

上述の とお り、 ノーズ先端か ら離れた位置 にシー ル 部 を設 け、ノーズ部 をシー

ル部か らシ ョルダ部まで長 く伸 ばす ことは、耐外圧性能、耐引張性能の向上 とと

もに、ね じに対 して安定的な性能 を持たせ る上で有効 である。そこで さらに、発

明者 らは、シール部 をノーズ先端 （あるいはシ ョル ダ）か ら離す ことができ、か

つ、 ピンノーズ先端 の厚みが小 さくな り過 ぎないよ うにす るための、シール部周

辺の形状 について検討 した。

[ 0 0 1 6 ]

その結果、 ピン部材 のノーズ部外周面が、 ピン部材 の軸方 向断面視で外側 に凸

状 の曲線 をなす面形状 とされ、 この ピン部材 のノ一ズ部外周面 と相対す るボ ック

ス部材 の内周面が、ボ ックス部材 の軸方 向断面視で ピ ン部材 の凸状 の曲線 と二点

で交わるテーパ面形状 とされ、前記 ピン部材 のノーズ部外周面 とこの ノーズ部外

周面に相対す るボ ックス部材 の内周面 （以下テーパ面 ともい う） とでメタル タ ツ

チシール部が形成 され、該 シー ル 部の ピン部材側、ボ ックス部材側 の各界面がそ

れぞれ同部材 のシー ル 面 となる場合、 ピン部材 の凸状の曲線 は、雄ね じ部 に隣接

す る円筒形状部の母線 に相異 なる曲率半径 R を有す る複数 の円弧 を順次接続 した

複合 R 曲線 を、雄ね じ部か ら遠 ざかるにつれて前記 円弧の曲率半径 R が大 き くな

り、かつ、円弧の接続点上の接線 が接続相手の円弧のそれ と一致す るよ うな曲線

形状 とした もの とす ることで、 ピン ノーズ先端の厚み を小 さくせずに、シー ル 部

をノーズ先端か ら離す ことが可能であるとの発想 に至った。

[ 0 0 1 7 ]

図 1 ( a ) 、図 1 ( b ) お よび図 1 ( c ) は、本発 明の実施形態に係 る管用ね

じ継手のノーズ部 を示す断面図であ り、 （a ) は ピン部材 3 を、 （b ) はボ ック

ス部材 1 を、 （c ) は ピン部材 3 とボ ックス部材 1 とを結合 した状態 を示す。 ピ

ン部材 3 は、鋼管の端部 に設 け られ るもの で あ り、雄ね じ部 7 と、該雄ね じ部 7

よ り管端側 に連なるノーズ部 8 と、該 ノーズ部 8 の先端 に設 けた トル クシ ョル ダ



部 12 とを有する。一方、ボ ックス部材 1 は、ピン部材 3 の雄ねじ部 7 とねじ結合

される雌ねじ部 5 と、前記ねじ結合によるピン部材 3 とボックス部材 1 との結合

状態下でノーズ部 8 の外周面 （ノーズ部外周面 30) に対向するボックス部材 1 の

内周面であるテーパ面 20 と、ショルダ部 12 に当接されるショルダ部 14 とを有し

ている。

[ 0 0 1 8 ]

ノーズ部外周面 30 は、ピン部材 3 の軸方向断面視で外側に凸状の曲線をなして

いる。一方、ノーズ部外周面 30 に対向するボックス部材 1 の内周面はねじ継手の

軸方向に対 して一定の傾角 （テーパ角という） を持つテーパ面 20 (円錐形状

面）とされている。そして、ピン部材 3 とボックス部材 1 とを結合させると、テ

ーパ面 20 とノーズ部外周面 30 とが干渉 してシール部 40 を形成する。前記テーパ

角 は、ピン部材 3 とボックス部材 1 との仮想的無干渉結合状態 （imaginary mak

e up stage without interference) におけるネジ継手の軸方向断面視で前記 状

の曲線 とテーパ面 20 の母線 とが二点で交わるように設定され、実際にはその二交

点で挟まれた範囲 （干渉域（interference area) 40a) 内にシール部 40 は形成さ

れる。

[ 0 0 1 9 ]

ノーズ部外周面 30 に形成される前記凸状の曲線を、図 1 (a) に示す 3 つの円弧

による複合 R 曲線の場合を用いて説明する。この曲線は、雄ねじ部 7 に隣接する

円筒形状部の母線である線分N 。に相異なる曲率半径ん，R 2，R 3 を持つ円弧 N 2,

N 3を順次接続 した複合 R 曲線 N であり、この複合 R 曲線N は、雄ねじ部 7 から遠

ざかるにつれて円弧の曲率半径が大きくなる、すなわち、 < 2< 3である曲

線形状とされている。これによりピンノーズ 8 先端のショルダ部 12 の厚み （ショ

ルダ厚み） t を大きくとることが可能 となる。比較 として凸状の曲線を単一 R 曲

線M (曲率半径 R の単一円弧）とし、そのシール部の干渉域を複合 R 曲線 N のシ

ール部 40 の干渉域 40a と同等とした場合を図 1 (c) 中に破線で示 したが、かかる

単一R 曲線M では複合 R 曲線 N の場合に比較 してショルダ厚みが小さくなつてし



ま うことがわかる。シ ョルダ厚みが小 さくなると、 ピ ン ノーズ 8 の剛性が不足 し、

シー ル 部 40 の接触面圧 （contact pressure) を適正に確保できなくなる。逆に、単

一 R 曲線でシ ョルダ厚みを確保 しょうとす ると、シ ー ル 部 40 の位置が雄ね じ部 7

か ら遠 ざかることとな り、耐外圧性能、耐引張性能の確保の観点か ら好ま しくな

い。

[ 0 0 2 0 ]

また、複合 R 曲線 N は、円弧の接続点上の接線が接続相手の円弧のそれ と一致

す るような曲線形状 とされている。例 えば、円弧 とN 2 との接続点、円弧 N 2 と

N 3 との接続点ではそれぞれ、接続 され る両円弧の接線 を一致 させてある。 したが

つて、凸状の曲線は当該曲線上に屈曲点が存在 しない連続的な曲線形状 とな り、

ノーズ部の不正な変形が抑制 され る。 尚、前記接続 され る両円弧同士は、直接接

続 してもよく、又、前記 円弧同士の共通接線 と重なる線分、または、角度変化 を

実質考えなくても良い半径が十分大きな円弧 （半径が 250mm 以上、かつ、隣接

す る円弧の 3 倍以上）を介 して接続 してもよレ、。 リークパ ス が できないよ うな接

触面圧 を確保す るためには、上記の線分または半径が十分大きな円弧の長 さは

2. 5mm 以下 とすることが好ま しい。

[ 0 0 2 1 ]

ここで、円弧 N N 2, N 3の各円弧のなす角度 ぃ θ 2, 0 3は、雄ね じ部 7 に近い

円弧の

ものほど大きいこと、すなわち、 む > 0 2 〉 0 3であることが好ま しい。 さもない

と、限 られた ピ ン部材 3 のノーズ部 8 の長 さ （図 1 (a) 中の ピ ン ノーズ長 さ L ) あ

るいは限 られた干渉域 40a の長 さ （シ ー ル 接触長 さ（seal contact length) とい

う）の 中で複合 R 曲線を設計す るのが困難 となる。

[ 0 0 2 2 ]

さらに、複合 R 曲線 における円弧の接続点、例えば、円弧 とN 2 との接続点、

及ぴ、円弧 N 2 とN 3 との接続点、のいずれかが、ボ ックス部材 1 のテーパ面 20 と

最初に接触す る点を意味す る接触開始点 と一致 していることが好ま しい。複合 R



曲線内の円弧の接続点のいずれかを接触開始点にすることで、シール部の接触面

圧分布には、Rが大きくて面圧が低 く接触長が長い部位 と、Rが小 さくて面圧が高

く接触長が短い部位 とができ、 リークパ スができにくくシール性能 （sealability)

が向上する。

し力、し、実際には、ね じ切 り装置の製作公差の関係で、円弧の接続点をボック

ス部材のテーパ面との接触開始点と完全に一致 させることは難 しい場合がある。

この場合、円弧の接続点における接線の傾きをボックス部材のテーパ面の傾きよ

り最大 0. 5 度までの範囲で小 さくするとよい。実際のね じ締付においては、ピン

とボックスとの半径方向の千渉に起因して、ピンの先端が先細 りするような変形

が起こり、締付完了時点におけるピン表面の接線の傾 きは設計値 より大きくなる。

このため、円弧の接続点における接線の傾きがボックス部材のテーパ の傾きより

も 0. 5 度以下の範囲で小 さくすれば、実質的に双方の傾 きが一致するのと同様な

効果がある。

[ 0 0 2 3 ]

なお、接触開始点は、シール部をノーズ先端か ら離す観点から、雄ね じ部先端

からの距離 X (図 1 ( c ) 参照）が 0. 7 L とするのが望ましい。また、上述のと

お りL はピンノーズ長 さで接触開始点の雄ね じ部先端からの距離が 0. 2 L 未満 と

なると、締め付けの際、シール部 とね じ部の干渉が生 じ易 くなるため、0. 2 L 以上

が良い。更に安全のためには 0. 3 L 以上が良い。

[ 0 0 2 4 ]

ボ ックス部材 1 のテーパ面 20 のテーパ角 (図 1 ( b ) 参照）は 1 0 度以内で

あることが好ましい。テーパ角 を 1 0 度以内、更に好ましくは 5 度以内とする

ことで、半径方向シール方式が好適に実現でき、シール性能の締付け トル ク依存

性 (make up torque dependence) 力比較的低 くなる。

ピンノーズ長 さL (図 1 (a) 参照）は、 2 0 m m 以上であることが好ましい。

これによれば、シール部がピンノーズ先端から十分離間 し、その結果、この離間



距離範囲内の弾性変形 によ り、 シ ー ル 部へ のダメー ジ (damage) を よ り大 き く軽減

で きるため、シー ル 性能の安定化 に効果的である。

シ ー ル 性能が安定化す るため、 シ ー ル 干渉量 S (図 1 (c) 参照） は、半径方 向 シ

ール方式 としては比較的小 さくとることが可能であ り、 ゴー リング リスク（gallin

g tendency ノ さヽレヽ 0
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なお、複合 R 曲線 内の 2 種類以上の R は、比較的小 さい R については 1 イ ンチ

以下、比較的大 きい R については 2 イ ンチ以上、 さらに 3 イ ンチ以上に とるのが

好 ま しい。詳 しくは、複合 R 曲線 の複数 の R の うち少な くとも 1 つ を 2 イ ンチ以

上 （よ り好 ま しくは 3 イ ンチ以上）、残 りの R を少 な くとも 1 つ を 2 イ ンチ未満

(よ り好 ま しくは 1 イ ンチ以下） とす ることが好 ま しい。複合 R 曲線 の複数 の R

の うち少 な くとも 1 つ を 2 イ ンチ以上 （よ り好 ま しくは 3 イ ンチ以上） とす るこ

とで、シール部の接触長 さを確保 し易 くな り、残 りの R を少な くとも 1 つ を 2 ィ

ンチ未満 （好 ま しくは 1 イ ンチ以下） とす ることで、高い面圧 を達成 し易 くなる。
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また、複合 R 曲線 内の円弧の個数 （相異なるR を持つ円弧の個数） は、 2 個 で

もよく、図 1 (a) に例示 した 3 個で もよく、あるいは 4 個以上で もよレ、。 円弧 の個

数が増 える とシ ー ル 接触長 さが よ り大 きくな り、 よ りシ ー ル 性能 を向上 させやす

いが、実際の製造にお ける負荷や寸法確認 な どの手間が増 えた りもす るか ら、円

弧の個数 は実際にね じ継手に要求 され る性能 に応 じて設計す るのがよレ、。

さらに、上記接触開始点にお ける ピ ン部材 の断面積 を、継手 を先端 に形成 させ

るパイ プの本体 の断面積 （ピ ン未加 工部断面積） の 3 5 % 以上 とす るこ とが よい。

この よ うな ピ ン の 断面積 とす ることで、 ピン部材 の接触 開始点における剛性 が增

し、特 に高い耐外圧性能が得 られ易 くなる。 なお、好 ま しくは、接触 開始点にお

ける ピ ン部材 の断面積 をパイプ本体の断面積 の 4 0 % 以上 とす るとよい。

[ 0 0 2 7 ]



上記のシール部周辺の形状限定に加えて、雄ね じ部 と雌ね じ部とについて、口

ー ドフランク角度、スタブフランク角度、ね じ隙間のいずれか 1種又は 2 種以上

を好適範囲に規定することで、それ らの組み合わせ効果によって、よりシール性

能が全体的に向上することが確認 された。 ここで、ロー ドフランク角度は、図 5

に示すロー ドフランク角度 3 、すなわち、ロー ドフランク面 18 が継手軸直交面

(ね じ継手の軸方向と直交する面の意。以下同じ）に対 してなす角度 ) である。

また、スタブフランク角度は、図 5 に示すスタブフランク角度 、すなわち、ス

タブフランク面 19 が継手軸直交面に対 してなす角度 である。また、ね じ隙間は、

図 5 に示すね じ隙間G 、すなわち、雄ね じのね じ山 7a とこれに嚙み合 う雌ね じの

ね じ溝 5a との隙間G である。

[ 0 0 2 8 ]

ロー ドフランク角度 の好適範囲は一 5 度〜 4 度であり、該好適範囲の下限は

ね じ部の耐ゴー リング性 と工具寿命の観点から、上限は耐曲げ性の観点から、そ

れぞれ定められた。

スタブフランク角度 γ の好適範囲は 0 度〜 3 0 度であり、該好適範囲の下限は

ね じ部の耐ゴー リング性 と工具寿命 （tool life) 締め付け性の観点から、上限は

耐軸圧縮性の観点から、それぞれ定められた。

[ 0 0 2 9 ]

ね じ隙間G の好適範囲は 0 . 0 1〜0 . 1 m m であ り、該好適範囲の下限はゴ

一リングリスクを軽減する観点から、上限は軸圧縮負荷時にピン先端の負担を軽

減 させる観点から、それぞれ定められた。なお、ね じ切 り（threading) 時の リー ド

(lead) の誤差を考慮すると、ねじ隙間G は小さくとも0 . 0 3 m m程度が好まし

い。また、ね じ隙間G は 0 . 0 4 5 m m程度で十分な性能を効果的に発揮できる

ことを見出したので、状況に応 じて 0 . 0 4 5 m m程度 としてもよレ、。

[ 0 0 3 0 ]



ロー ドフランク角度、スタブフランク角度、ね じ隙間の 1 種又は 2 種以上を上

記のとお りに規定することによるシール性能の全体的向上効果は、特に、一旦軸

圧縮を負荷 した後の軸引張+ 内圧 もしくは外圧を負荷する条件下で顕著である。

また、ショルダ部のショルダ角度 （ショルダ部の継手軸方向の端面が継手軸直

交面に対 してなす角度であり、当該界面のピン外周側がピン内周側か らみて継手

軸方向外側に張 り出す場合を正 の角度 とする）は、 0 度〜 2 0 度であることが好

ましい。ショルダ角度が 0 度未満ではシール性能や、締め付け特性の点で不利 と

な り、一方、 2 0 度超ではボックスショルダ部の塑性変形や、シール部の局所変

形 （local deformation) が発生 し易いとい う点で不利 となる。好ましくは 1 5 度

以下が良い。更に状況に応 じては、 7 度以下が好ましい。

[実施例]
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発明例 として、図 1 (a) に示 した、あるいは図 1 (a) において複合 R 曲線の円弧

のいずれか 2 つを線分を介 して接続 した形態 とした、本発明に係る管用ね じ継手

について評価を実施 した。本発明の実施例および比較例の寸法形状 と評価結果を

表 1 およぴ表 2 に示す。 ピン部材は、いずれも外径 244. 48讓 、 肉厚 13. 84画 の 銅

管の先端に形成 させた。また、ね じは 5 T P I ( 1 インチあた りのね じ山数が 5

つ）で形成 させた。 F E M 解析による評価 として、 I S O 1 3 6 7 9 : 2 0 0 2

に準拠 した リークテス トをシ ミュ レー トし、この際のシール部での接触面積圧 （ks

i - inch) を評価 した。なお、接触面積圧は接触面圧をシール接触領域にて積分計

算することにより求める。 この リークテス トは、管用ね じ継手に对 し、素材の降

伏条件の 9 5 % に対応 した 2 軸応力 と内圧、および、 I S O 1 0 4 0 0 ： 2 0 0

7 に記載のC o a p s e 条件に対応 した 2 軸応力あるいは素材の降伏条件の

9 5 % に対応 した 2 軸応力の うちの小さい方の 2 軸応力 と外圧に基づ く負荷試験

を実施するものであり、図 6 に示す履歴で負荷 させるものである。

[ 0 0 3 2 ]



また、ね じ締付 け時の ゴー リング リス ク を表す指標 として、締付 け開始 か ら完

了までのシー ル 部の軸方向各位置にお ける摺動距離 （sliding distance) (inch) と

接触面圧 (psi) との積 で定義 した、 ゴー リング指標 （galling index) (psi · inc

h ) = 接触面圧 X 摺動距離、の値 を F E M解析 によ り求めた。 これ も積分計算 （int

egration) で求める。 ゴー リング指標 が小 さいほ どゴー リング リスクは小 さい と

いえる。

また、比較 として、

' 比較例 1 ， 3 ， 4 ：ピンノーズ 8 の外周面の母線 を単一の R を有す る凸状 の曲

線 （図 1 (c) に破線 で示 した単一 R 曲線M ) 形状 とした場合、

• 比較例 2 ：ピ ン ノーズ 8の外周面の母線 を複合 R 曲線 としたが、円弧の R が雄

ね じ部 7 か ら遠 ざかるほ ど大き くなる とい う要件 を満た さない とした場合、

について、同様 に接触面積圧お よび ゴー リング指標 を求めた。

さらに、 これ らの発 明例お ょぴ比較例 について、 I S 0 1 3 6 7 9 ： 2 0 0 2

に規定 された試験方法 にて、ね じ干渉量 を直径 あた り 0. 305瞧 として、シール干

渉量の異なる複数のサ ンプル を作製 し、物理テ ス トを実施 した。 また、ね じ干渉

量を直径 あた り 0. 127醒 としてシール干渉量 を変更 した複数 のサ ン プル を作製 し、

13 回繰 り返 し締付試験 を実施 した。 これ らの試験 によ り、物理テス トで リー クの

発生 しなかった最小 シール干渉量お よび繰 り返 し締付試験で 13 回の締付 の間にゴ

一リングの発生 しなかった最大シール干渉量 を求 め、その差 をもって設定可能 シ

ー ル 干渉量範囲 とした。

[ 0 0 3 3 ]

発 明例お よび比較例 について、ね じ継手の各部寸法 と併せて、 F E M 計算で求

めた接触面積圧お よび ゴー リング指標 と、実際の物理テ ス トお よび繰 り返 し締付

試験 によ り求めた最大お よび最小 シー ル 干渉量 を表 1 に示す。 こ こで 、表 1 お よ

び表 2 中のシール干渉量は直径 あた りの値であ り、図 1 ( c ) に示 したシール干

渉量 S X 2 に相 当す る値である。 なお、 F E M 計算 にお ける内圧条件 での接触

面積圧 は、いずれの例 も図 6 の履歴 中の ロー ドステ ップ （load step)— L3、 L18 近



傍 （2 軸引張応力 + 内圧） において極小値 （最 も リー クが起 こ り易い状態 に相

当） を示 した。 こ の ロー ドポイ ン ト（load point) は、 IS013679 では規定が無い も

の で あるが、内圧 + 引張 り条件では、最 も厳 しい条件であ り、必要 とされ ること

もあるため、 こ こ で の 比較 とした。

一方、 F E M 計算 にお ける外圧条件での接触面積圧 は、いずれの例 も図 6 の履

歴 中のロー ドステ ップ L15 近傍 （2 軸引張応力 + 外圧）で極小値 を示 した。表 1

お よび表 2 には各例の接触面積圧 の極小値 を相対極小値 で表示 した。 こ こ で 、 内

圧 はガスで負荷 し外圧 は水で負荷す るために リー ク の しゃす さが異 なってお り、

内圧条件お よび外圧条件 のそれぞれの極小値 を基準 として相対極少値 を求めた。

す なわち、L3 と L18 の極少値 は、L3 お よび L18 についての全例の中で最小の極小

値 を 100 とし、他 はこれ に対す る比で表 した。 また、 L15 の極小値 は、 L15 につい

て の 全例の中で最小の極小値 を 100 とし、他 はこれ に対す る比で表 した。

一度、圧縮履歴 を受 けた後であるロー ドス テ ップ L18 は、圧縮履歴 を受 ける前

の同 じロ ー ドポイ ン トであるロ ー ドステ ップ L3 よ りシール性能が低下 してお り、

特 に十分 なシ ョル ダ厚 を有 さない比較例 3 にて顕著な低下が見 られ る。いずれの

結果 において も、本発 明例 は圧縮履歴後 の L18 にて良好 なシー ル 性 を示 した。

また、 ゴ ー リ ン グ指標 は、極大値 (maximum value) (最 もゴ ー リン グ リス ク が 高

い状態 に相 当） を示す継手軸方 向位置が例 ごとに異 なった。表 1 お よび表 2 には

各例 のゴー リング指標 の極大値 を相対極大値 （relative maximum value) (全例 の

中で最大の極大値 を 100 とし、他 はこれ に対す る比で表 した もの）で表示 した。

他サイズでの評価結果 を表 3 に示す。対象材 は外径 139. 7腿 、 肉厚 7. 72腕 、 5

T P I 、お よび、外径 346. 08讓 、 肉厚 15. 88mm、 4 T P I である。いずれ のサイ

ズにおいて も、本発 明例 は圧縮履歴後の優れた シ ー ル 性、お よび、締付 け時の優

れた耐 ゴー リング性 を示 した。 [ 0 0 3 4 ]

[ 0 0 3 4 ]

表 1 、表 2 お よび表 3 に示 した評価結果 よ り、発 明例ではいずれ も、比較例 に

比べ、接触面積圧 （contact pressure area) が高いにもかかわ らず ゴー リング指標



が小 さいか同程度であ り、また、設定可能 シー ル 干渉量範囲が広 く、シー ル 性お

よび耐 ゴー リング性 に優れたね じ継手が実現 した ことがわかる。
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[符 号の説 明]

[ 0 0 3 8 ]

1 ボ ックス部材

ピ ン （ピン部材）

雌ね じ （雌ね じ部）

a 雌ね じのね じ溝

雄ね じ （雄ね じ部）

a 雄ね じのね じ山

ノーズ部 （ピンノーズ）

1、 13、 40 シール部 （詳 しくはメタル タ ツチシール部）

2、 14 シ ョル ダ部 （詳 しくは トル クシ ョル ダ部）

8 ロー ドフ ラ ン ク面

9 スタブフランク面

0 ピ ン部材 のノーズ部外周面に相対す るボ ックス部材 の内周面 （テ

0 ピ ン部材 の ノー ズ部外周面 （ピン ノー ズ外周面）

0a 干渉域



請求の範囲

[請求項 1 ]

雄ね じ部 と、該雄ね じ部 よ り管端側 に延在す るノーズ部 と、該 ノーズ部の先端

に設 け られたシ ョル ダ部 とを有す るピン部材 と、

前記雄ね じ部 とね じ結合 され る雌ね じ部 と、前記 ピン部材 の ノーズ部外周面に相

対す る内周面 と、前記 ピ ン部材 の シ ョル ダ部 に当接す るシ ョル ダ部 とを有す るポ

ック ス部材 とを有 し、

前記ね じ結合 によ り前記 ピン部材 とボ ックス部材 とが結合 されて ピン部材 の ノ一
ズ部外周面 とボ ックス部材 の前記 内周面 とがメタル - メタル接触 しその接触界面

がシー ル 面をなす管用ね じ継手であって、

前記 ピン部材 のノーズ部外周面は、 ピン部材 の軸方 向断面視 で外側 に凸状の曲線

をな し、該凸状の曲線 は、雄ね じ部 に隣接す る円筒形状部の母線 に相異 なる曲率

半径 R を有す る外側 に凸状の複数 の円弧 を順次接続 してなる複合 R 曲線 を、雄ね

じ部か ら遠 ざかるにつれて円弧 の曲率半径 R が大 きくな り、かつ、円弧 の接続点

上の接線 が接続相手の円弧のそれ と一致す るよ うな曲線形状 とした もの で あ り、

前記 ボ ックス部材 の前記 内周面は、 ピン部材 との結合時に ピン部材 のノーズ部外

周面 と干渉す るテーパ面 とした管用ね じ継手。

[請求項 2 ]

前記複合 R 曲線 内の各 円弧がなす角度 は、前記雄ね じ部 に近い円弧の ものほ ど

大 きい請求項 1 に記載の管用ね じ継手。

[請求項 3 ]

前記複合 R 曲線 内の前記接続点のいずれかが前記テーパ面の接触開始点 になる

請求項 1 又は 2 に記載 の管用ね じ継手。

[請求項 4 ]

前記テーパ面は、継手の軸方 向 となす角度が 1 0 度以内である請求項 1〜3の

いずれかに記載の管用ね じ継手。



[ 請 求 項 5 ]

前 記 ピ ン 部 材 の ノ ー ズ 部 の 長 さ が 2 O m 以 上 で あ る 請 求 項 1 〜 4 の い ず れ か

に 記 載 の 管 用 ね じ継 手 。

[ 請 求 項 6 ]

前 記 雄 ね じ 部 と 前 記 雌 ね じ 部 と は 、 ス タ ブ フ ラ ン ク 角 度 が 0 度 〜 3 0 度 の 範 囲

内 で あ る 請 求 項 1 〜 5 の い ず れ か に 記 載 の 管 用 ね じ継 手 。

[ 請 求 項 7 ]

前 記 雄 ね じ 部 と 前 記 雌 ね じ 部 と は 、 ロ ー ド フ ラ ン ク 角 度 が — 5 度 〜 4 度 の 範 囲

内 で あ る 請 求 項 1 〜 6 の い ず れ か に 記 載 の 管 用 ね じ継 手 。

[ 請 求 項 8 ]

前 記 シ ョ ル ダ 部 の シ ョル ダ 角 度 が 0 度 〜 2 0 度 の 範 囲 内 で あ る 請 求 項 1 〜 7 の

い ず れ か に 記 載 の 管 用 ね じ継 手 。

[ 請 求 項 9 ]

前 記 雄 ね じ 部 と 前 記 雌 ね じ 部 と は 、 ね じ 隙 間 が 0 . 0 1 〜 0 . 1 m m の 範 囲 内

で あ る 請 求 項 1 〜 8 の い ず れ か に 記 載 の 管 用 ね じ継 手 。

[ 請 求 項 1 0 ]

請 求 項 1 〜 9 の い ず れ か に お い て 、 雄 ね じ 部 に 隣 接 す る 円 筒 形 状 部 の 母 線 に 相

異 な る 曲 率 半 径 R を 有 す る 複 数 の 円 弧 を 順 次 接 続 し た 複 合 R 曲 線 に 代 え て 、 雄 ね

じ 部 に 隣 接 す る 円 筒 形 状 部 の 母 線 に 相 異 な る 曲 率 半 径 R を 有 す る 複 数 の 円 弧 を 直

接 も し く は 長 さ 2 . 5 腿 以 下 の 線 分 を 介 し て 順 次 接 続 し た 複 合 R 曲 線 と し た 管 用 ね

じ継 手 。

[ 請 求 項 1 1 ]

請 求 項 1 〜 9 の い ず れ か に お い て 、 雄 ね じ 部 に 隣 接 す る 円 筒 形 状 部 の 母 線 に 相

異 な る 曲 率 半 径 R を 有 す る 複 数 の 円 弧 を 順 次 接 続 し た 複 合 R 曲 線 に 代 え て 、 雄 ね

じ 部 に 隣 接 す る 円 筒 形 状 部 の 母 線 に 相 異 な る 曲 率 半 径 R を 有 す る 複 数 の 円 弧 を 長

さ 2 . 5ram 以 下 で 、 半 径 が 250mm 以 上 か つ 隣 接 す る 円 弧 の 半 径 の 3 倍 以 上 と な る 円



弧を介 して順次接続 した複合 R 曲線 とした管用ねじ継手。
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